
Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 267,602 327,202 265,203 306,554 合計 265,202,811 円
旅費 8,700 円

財
　
源

特定財源 14,740 17,771 11,863 9,563 需用費 84,300,905 円
役務費 9,790,840 円

一般財源 252,862 309,431 253,340 296,991 委託料 139,835,093 円
使用料及び賃借料

職員人件費　② 7,906 8,057 8,362 8,504 7,896,353 円
工事請負費 19,936,620 円

総事業費（①＋②） 275,508 335,259 273,565 315,058 備品購入費 3,383,600 円
負担金、補助及び

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称 交付金 50,700 円

６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
土地建物貸付収入（自動販売

８年度以降の事業費見込 0 機）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 マネジ

（

メント方針

基本施策 時

令

代の変化に対応した行

和

政運営
施策体系

施策の

６

内容 なし

目
　
　
　
的

　

年

市役所庁舎を適切に維

度

持管理し、来庁され

主

評

た
る
内
容

　空調設備、

価

照明設備等の各種設備

）

の保守管
る市民が快適

刈

に庁舎を利用できる環

谷

境を維持 理を始め、清

市

掃、警備等の庁舎に関

事

する維持
する。 管理業

務

務を行う。

位
置
づ
け

関

事

連計画  

根拠法令 建築

業

物における衛生的環境

評

の確保に関する法律、

価

消防法

対象者 来庁者、

シ

市職員 事業期間 平成２

ー

６年度 ～

実施方法 ■直

ト

営　■委託　□指定管

（

理　□補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

４年度実績 ５

総

年度実績 ６年度実績 ７

務

年度計画

市役所庁舎を

部

適切に管理し、 （Ｒ4

一

繰越分含む） 市役所庁

般

舎を適切に管理し、 市

会

役所庁舎を適切に管理

計

し、
来庁者に利用しや

庁

すい環境を 市役所庁舎

舎

を適切に管理し、 来庁

管

者に利用しやすい環境

理

を 来庁者に利用しやす

事

い環境を
保った。 来庁

業

者に利用しやすい環境

担

を 保った。 保つ。
保っ

当

た。 また安心で安全な

課

環境を保つ
また、保証

総

期間終了に伴い、 ため

務

防犯カメラを増設した

文

。
電話交換機を更新し

書

た。

適切に維持管理業

課

務を行い、来庁者及び

款

職員が快適に庁舎を利

項

用できる環境を提供し

目

た。

成果

庁舎の設備、

担

機器の保守や利用に関

当

し、安価なサービスの

係

採用について検討し、

総

経費を縮減すること。

務

課題

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

４年度 ５

2

年度 ６年度 ７年度 ９年

1

度

指標
 

指標
 

他市と

1

の
比較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市が行政サービスを提供し、市

令

民が快適に市役所を利

和

用
・法的業務

高い
する

７

ために市役所庁舎を適

年

切に維持管理すること

度

が必要で
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 ある

令

。
・市民生活上必要で

和

ある　など

　業務委託

６

等により費用の節減に

年

努めながら維持管理を

度

し
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

ている。

価

効率性 ・執行体制の効

）

率性
・手段の最適性　

刈

など

　市役所庁舎とい

谷

う公共性の高い施設の

市

特性を踏まえ、市
・市

事

が主体となって実施す

務

る
高い

が主体的に管理

事

する必要がある。
妥当

業

性 　べき事業であるか

評

・総合計画との整合性

価

　など

　行政運営の基

シ

盤である市役所庁舎を

ー

適切に維持管理する

施

ト

策への ・施策への貢献

（

度
普通

ことで各種施策

様

の推進を支えている。

式

・目標達成度
貢献度 ・

２

市民サービスへの効果

）

　など

今後の方向性 □

会

拡充　■現状維持　□

計

改善・効率化　□縮小

名

　□終期設定　□休止

担

・廃止

　市が行政サー

当

ビスを安定して提供し

部

、市民が快適に市役所

総

を利用することができ

務

るよう、市役所庁舎の

部

適切な維持
管理を継続

一

する。

般会計

Ｃ
 

庁

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

舎

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

管理事業
担当課 総務文書課

款 項 目 担当係 総務係

2 1 1



源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 マネジメント方針

基

令

本施策 時代の変化に対

和

応した行政運営
施策体

６

系
施策の内容 なし

目
　

年

　
　
的

　市の職員のみ

度

では解決することので

評

きない

主
た
る
内
容

〇顧

価

問弁護士又は他の弁護

）

士等に対する報償
高度

刈

な法的問題を専門家に

谷

相談し、事務・事 等
業

市

の円滑な執行を図る。

事

位
置
づ
け

関連計画  

根

務

拠法令  

対象者 市職員

事

事業期間 ～

実施方法 □

業

直営　■委託　□指定

評

管理　□補助・助成　

価

□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

４年度実績

計

５年度実績 ６年度実績

名

７年度計画

相談件数及

担

び回数　34件44回

当

相談件数及び回数　2

部

6件38回 相談件数及

総

び回数　34件46回

務

　
　
　
　
　　　―――

部

――――

　法律関係の

一

諸問題について、顧問

般

弁護士又はその他の弁

会

護士に相談し、事務の

計

円滑化を行った。

成果

弁

　

課題

指標名称（単位

護

）
実績値 目標値

４年度

士

５年度 ６年度 ７年度 ９

等

年度

 
指標

 
指標

 
他

相

市との
比較検証

談事業
担当課 総務

Ｃ
　

文

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

書

位：千円
４年度 ５年度

課

６年度 ７年度 ６年度

（

款

決算） （決算） （決算

項

） （予算） 事業費内訳

目

事業費　① 1,221

担

1,188 1,188

当

1,320 合計 1,1

係

88,000 円
委託

文

料 1,188,000

書

 円

財
　
源

特定財源 0

法

0 0 0

一般財源 1,2

規

21 1,188 1,1

係

88 1,320

職員人

2

件費　② 0 0 0 0

総事

1

業費（①＋②） 1,2

1

21 1,188 1,188 1,320

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財



決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,586 7,041 8,325 18,357 合計 8,324,899 円
報酬 5,302,803 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 職員手当等 1,945,796 円
旅費 153,840 円

一般財源 6,586 7,041 8,325 18,357 需用費 922,460 円

職員人件費　② 2,635 2,686 2,787 2,835

総事業費（①＋②） 9,221 9,727 11,112 21,192

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

７

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 マネジメント方針

基

令

本施策 時代の変化に対

和

応した行政運営
施策体

６

系
施策の内容 なし

目
　

年

　
　
的

　全庁的な文書

度

に関する事務を一括し

評

て行う

主
た
る
内
容

○文

価

書保存に係る物品の購

）

入
ことにより事務の効

刈

率化を図る。 ○印刷・

谷

浄書業務専門員の任用

市

位
置
づ
け

関連計画  

根

事

拠法令  

対象者 市職員

務

事業期間 ～

実施方法 ■

事

直営　■委託　□指定

業

管理　□補助・助成　

評

□その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　

）

業
　
実
　
績

４年度実績

会

５年度実績 ６年度実績

計

７年度計画

文書保存に

名

必要な物品を整備 文書

担

保存に必要な物品を整

当

備 文書保存に必要な物

部

品を整備 文書保存に必

総

要な物品を整備
する。

務

文書の浄書印刷を行う

部

する。文書の浄書印刷

一

を行う する。文書の浄

般

書印刷を行う する。文

会

書の浄書印刷を行う
会

計

計年度任用職員を任用

文

し、 会計年度任用職員

書

を任用し、 会計年度任

管

用職員を任用し、 会計

理

年度任用職員を任用し

事

、
事務の円滑化及び効

務

率化を図 事務の円滑化

事

及び効率化を図 事務の

業

円滑化及び効率化を図

担

事務の円滑化及び効率

当

化を図
った。 った。 っ

課

た。 る。

　文書保存に

総

必要な物品を整備し、

務

かつ、複雑又は大量な

文

文書作成を専門的知識

書

を有する会計年度任用

課

職員が行うことに

成果

款

より事務を効率化した

項

。

課題

指標名称（単位

目

）
実績値 目標値

４年度

担

５年度 ６年度 ７年度 ９

当

年度

 
指標

 
指標

 
他

係

市との
比較検証

文書法規係

2 1 5

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（



特定財源 0 0 0 0 役務費 14,829,919 円
委託料 369,600 円

一般財源 14,096 8,319 16,302 20,080 使用料及び賃借料 850,080 円

職員人件費　② 3,765 3,836 3,982 4,049

総事業費（①＋②） 17,861 12,155 20,284 24,129

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 マネジ

（

メント方針

基本施策 時

令

代の変化に対応した行

和

政運営
施策体系

施策の

６

内容 なし

目
　
　
　
的

　

年

全庁的な文書収配に関

度

する事務を一括して

主

評

た
る
内
容

○後納郵便料

価

行うことによって事務

）

の効率化を図る。 ○切

刈

手等購入費

位
置
づ
け

関

谷

連計画  

根拠法令  

対

市

象者 市職員 事業期間 ～

事

実施方法 ■直営　□委

務

託　□指定管理　□補

事

助・助成　□その他

業評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

１

４年度実績 ５年度実績

）

６年度実績 ７年度計画

会

全庁的な文書収配に関

計

する事 全庁的な文書収

名

配に関する事 全庁的な

担

文書収配に関する事 全

当

庁的な文書収配に関す

部

る事
務を一括して行い

総

、事務の効 務を一括し

務

て行い、事務の効 務を

部

一括して行い、事務の

一

効 務を一括して行い、

般

事務の効
率化を図った

会

。 率化を図った。 率化

計

を図った。 率化を図る

文

。

　一括して文書集配

書

を実施し、事務の効率

収

化を図った。文書の発

配

送に当たっては適宜取

事

りまとめを行い、経費

業

の縮減を行

成果
った。

担

・安価に利用できるサ

当

ービスに関する情報を

課

収集し、経費を縮減す

総

ること。

課題

指標名称

務

（単位）
実績値 目標値

文

４年度 ５年度 ６年度 ７

書

年度 ９年度

 
指標

 
指

課

標
 

他市との
比較検証

款 項 目 担当係 総務係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

2

　
ト

単位：千円
４年度

1

５年度 ６年度 ７年度 ６

5

年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,096 8,319 16,302 20,080 合計 16,302,229 円
需用費 252,630 円

財
　
源



職員人件費　② 0 0 40 0

総事業費（①＋②） 0 0 57,310 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

マネジメント方針

基本

令

施策 時代の変化に対応

和

した行政運営
施策体系

６

施策の内容 なし

目
　
　

年

　
的

　現行の文書管理

度

システムのサポートが

評

令和7

主
た
る
内
容

　文

価

書の発生から保管、保

）

存、廃棄まで一連
年3

刈

月31日に終了するた

谷

めシステムを更新し、

市

の過程を一元的、体系

事

的に管理する文書管理

務

安全かつ安定的な運用

事

を継続するとともに職

業

システムを更新する。

評

員の利便性の向上を図

価

る。

位
置
づ
け

関連計画

シ

根拠法令

対象者 事業期

ー

間 令和６年度 ～ 令和６

ト

年度

実施方法 □直営　

（

■委託　□指定管理　

様

□補助・助成　□その

式

他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

総

　
績

４年度実績 ５年度

務

実績 ６年度実績 ７年度

部

計画

　 　 文書管理シス

一

テムの更新 　
　 　 　
　

般

　 　
　 　 　
　　　――

会

――――― 　　　――

計

――――― 　　　――

文

―――――

前システム

書

からのデータを新シス

管

テムに適正に移行する

理

とともに、職員向けの

シ

研修の実施や各種マニ

ス

ュアルの作成を通じ

成

テ

果
て、円滑に新システ

ム

ムに移行することがで

更

きた。

課題

指標名称（

新

単位）
実績値 目標値

４

事

年度 ５年度 ６年度 ７年

業

度 ９年度

活動
指標
活動

担

指標

他市との
比較検証

当課 総務文書課

款 項

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

目

　
ト

単位：千円
４年度

担

５年度 ６年度 ７年度 ６

当

年度

（決算） （決算）

係

（決算） （予算） 事業

2

費内訳

事業費　① 0 0

1

57,270 0 合計 5

5

7,269,707 円
委託料 57,269,707 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 57,270 0



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 26,248 28,776 24,590 27,135 合計 24,590,391 円
需用費 14,348,567 円

財
　
源

特定財源 130 125 119 115 役務費 97,020 円
委託料 944,380 円

一般財源 26,118 28,651 24,471 27,020 使用料及び賃借料
9,170,174 円

職員人件費　② 3,765 3,836 3,982 4,049 備品購入費 30,250 円

総事業費（①＋②） 30,013 32,612 28,572 31,184

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 コピー代実費徴収金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

７

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 マネジ

（

メント方針

基本施策 時

令

代の変化に対応した行

和

政運営
施策体系

施策の

６

内容 なし

目
　
　
　
的

　

年

全庁で共有する浄書印

度

刷機器の管理を一括

主

評

た
る
内
容

○浄書印刷機

価

器の保守及び借上げ
し

）

て行うことによって事

刈

務の効率化及び経費 ○

谷

消耗品の購入
の節減を

市

図る。

位
置
づ
け

関連計

事

画  

根拠法令  

対象者

務

市職員 事業期間 ～

実施

事

方法 ■直営　■委託　

業

□指定管理　□補助・

評

助成　□その他

価シート （様式１

Ｂ

）

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

会

度実績 ５年度実績 ６年

計

度実績 ７年度計画

浄書

名

、複写及び印刷機器の

担

保 浄書、複写及び印刷

当

機器の保 浄書、複写及

部

び印刷機器の保 浄書、

総

複写及び印刷機器の保

務

守及び借上げ、消耗品

部

の購入 守及び借上げ、

一

消耗品の購入 守及び借

般

上げ、消耗品の購入 守

会

及び借上げ、消耗品の

計

購入
を一括で行うとと

機

もに、高速 を一括で行

器

うとともに、高速 を一

管

括で行うとともに、高

理

速 を一括で行い、事務

事

の効率化
電子印刷機の

業

更新を行うこと 電子印

担

刷機の更新を行うこと

当

電子印刷機の更新を行

課

うこと を図る｡
により

総

、事務の効率化を図っ

務

により、事務の効率化

文

を図っ により、事務の

書

効率化を図っ
た｡ た｡

課

た｡

　浄書印刷機器を

款

良好な状態に維持管理

項

し、事務の効率化を図

目

った。

成果

・カラーコ

担

ピーの使用の抑制によ

当

り、経費を縮減するこ

係

と。

・使用期間が長く

総

、かつ、使用頻度が高

務

い機器を適切に更新す

係

ること。
課題

指標名称

2

（単位）
実績値 目標値

1

４年度 ５年度 ６年度 ７

5

年度 ９年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,054 6,786 8,316 9,644 合計 8,315,551 円
需用費 600,173 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 2,527,250 円
使用料及び賃借料

一般財源 8,054 6,786 8,316 9,644 5,188,128 円

職員人件費　② 0 0 0 0

総事業費（①＋②） 8,054 6,786 8,316 9,644

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 マネジメント方

令

針

基本施策 時代の変化

和

に対応した行政運営
施

６

策体系
施策の内容 なし

年

目
　
　
　
的

　条例、規

度

則等の制定改廃等の法

評

規事務及び

主
た
る
内
容

価

○例規システムのデー

）

タベース更新、追録作

刈

外部への公開並びに法

谷

令、条例等を根拠とす

市

成、ホームページ公開

事

用データ作成及び借上

務

る行政処分に係る行政

事

手続の事務を円滑に行

業

げ
う。 ○行政手続情報

評

システムの借上げ
○参

価

考図書の購入等

位
置
づ

シ

け

関連計画  

根拠法令

ー

 

対象者 対象者を限定

ト

せず 事業期間 ～

実施方

（

法 □直営　■委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

総

事
　
業
　
実
　
績

４年度

務

実績 ５年度実績 ６年度

部

実績 ７年度計画

更新回

一

数 更新回数 更新回数 更

般

新回数
現行法規、判例

会

体系：月2回 現行法規

計

、判例体系：月2回 現

条

行法規、判例体系：月

例

2回 現行法規、判例体

・

系：月1回以
上

　市の

規

条例、規則等及び業務

則

に関係する法令、判例

等

を迅速に閲覧、検索で

管

きることで、事務の効

理

率化を行った。

成果
　

事

市民等に市の条例、規

業

則等の情報の提供を行

担

った。

　

課題

指標名称

当

（単位）
実績値 目標値

課

４年度 ５年度 ６年度 ７

総

年度 ９年度

 
指標

 
指

務

標
　各市、法規専門の

文

会社のシステムを利用

書

し、データ更新を委託

課

により運用しており、

款

システムにより可能
他

項

市との な事務の範囲、

目

更新の頻度等は、ほぼ

担

同様の状況である。
比

当

較検証

係 文書法規係

2 1

Ｃ
　
事
　
業
　

5

コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７



係

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

2

位：千円
４年度 ５年度

2

６年度 ７年度 ６年度

（

1

決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 129 179 220 合計 178,900 円
報酬 140,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 38,100 円

一般財源 0 129 179 220

職員人件費　② 120 123 127 130

総事業費（①＋②） 120 252 306 350

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 マネ

令

ジメント方針

基本施策

和

時代の変化に対応した

６

行政運営
施策体系

施策

年

の内容 なし

目
　
　
　
的

度

　固定資産課税台帳に

評

登録された価格に対す

価

主
た
る
内
容

○固定資産

）

評価審査委員会の会議

刈

の開催
る不服審査申出

谷

について、公平中立に

市

審査す 〇研修への参加

事

及び事務用品の購入
る

務

固定資産評価審査委員

事

会の運営を円滑に行
う

業

。

位
置
づ
け

関連計画  

評

根拠法令  

対象者 市職

価

員 事業期間 ～

実施方法

シ

■直営　□委託　□指

ー

定管理　□補助・助成

ト

　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事

担

　
業
　
実
　
績

４年度実

当

績 ５年度実績 ６年度実

部

績 ７年度計画

　 ・委員

総

会開催2回 ・委員会開

務

催7回 ・委員会開催
　

部

・行政管理講座 ・行政

一

管理講座 ・行政管理講

般

座
　 　（委員1人、主

会

任主査1人) 　（委員

計

1人) 　（委員1人、

固

主任主査1人)
　 ・固

定

定資産評審査委員会運

資

　 ・固定資産評価審査

産

委員会運 ・固定資産評

評

価審査委員会運
　　　

価

――――――― 営研修

審

会 　営研修会 　営研修

査

会
　（委員2人、主任

委

主査1人） 　（委員3

員

人、主任主査1人） 　

会

（委員3人、主任主査

事

1人）
※委員等報酬事

務

業と統合

　固定資産評

事

価審査委員会を円滑に

業

運営することができた

担

。

成果

課題

指標名称（

当

単位）
実績値 目標値

４

課

年度 ５年度 ６年度 ７年

総

度 ９年度

活動 研修を受

務

講した委員数（人） 0

文

2 3 3 3
指標
成果 委員

書

１人当たりの受講講座

課

数の平均値（講座） 0

款

1 1.3 1 1
指標

 
他

項

市との
比較検証

目 担当係 文書法規

Ｃ
　



07 円
役務費 8,025,012 円

職員人件費　② 0 0 9,556 0 委託料 25,175,918 円
使用料及び賃借料

総事業費（①＋②） 0 0 52,808 0 5,897,982 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 衆議院議員総選挙及び最高裁
判所裁判所裁判官国民審査委

８年度以降の事業費見込 0 託金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

７

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野

基本施策
施

（

策体系
施策の内容

目
　

令

　
　
的

　衆議院議員総

和

選挙及び最高裁判所裁

６

判官国

主
た
る
内
容

　衆

年

議院議員総選挙及び最

度

高裁判所裁判官国
民審

評

査を適切に執行する。

価

民審査にかかる各種選

）

挙事務
〇衆議院小選挙

刈

区選出議員選挙
　愛知

谷

13区　定数1名
〇衆

市

議院比例代表選出議員

事

選挙
　東海ブロック　

務

定数21名
〇最高裁判

事

所裁判官国民審査

位
置

業

づ
け

関連計画

根拠法令

評

対象者 事業期間 令和６

価

年度 ～

実施方法 ■直営

シ

　□委託　□指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

４年度実績 ５年

当

度実績 ６年度実績 ７年

部

度計画

　 　 第50回衆

総

議院議員総選挙及び 　

務

　 　 第26回最高裁判

部

所裁判官国民 　
　 　 審

一

査 　
　 　 　公示日　令

般

和6年10月15日 　

会

　　　―――――――

計

　　　―――――――

選

　選挙日　令和6年1

挙

0月27日 　　　――

事

―――――

　関係法令

業

に則り、適正に選挙を

担

執行することができた

当

。

成果

課題

指標名称（

課

単位）
実績値 目標値

４

総

年度 ５年度 ６年度 ７年

務

度 ９年度

活動
指標
活動

文

指標

他市との
比較検証

書課

款 項 目 担当係 総

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

務

　
ト

単位：千円
４年度

係

５年度 ６年度 ７年度 ６

2

年度

（決算） （決算）

4

（決算） （予算） 事業

2

費内訳

事業費　① 0 0 43,252 0 合計 43,251,696 円
報酬 2,427,247 円

財
　
源

特定財源 0 0 43,252 0 報償費 142,000 円
旅費 16,730 円

一般財源 0 0 0 0 需用費 1,566,8


